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中国における労働者のプライバシーについての法律研究
―雇用におけるモニター・監視を中心に
A Legal Study on the Employee’s Privacy in China
―Concerning on the Monitor and Audience in the Employment
 魏　倩
 Wei Qian
要旨　労働者のプライバシーについては、労働者に対する情報の収集および調査など個人
情報をめぐる静態的性格にとどまらず、職場における行為に対するモニターや監視に関わ
る動態的性格も持っていると思われる。本稿では労働者のプライバシーについての動態的
考察を行いたい。中国には、近年労働者に対するメールモニター、携帯電話の監視などい
ろいろな現象が現れている。だが、現行法による労働者の人格および精神的人格権に関す
る法規制が不十分であり、また法学研究も未成熟である。それでは、現実に起きた紛争に
対し適当な解決策を提出できないと思われる。実は、中国香港およびマカオ特別行政区で
は、ヨーロッパのパターンを選択し、個人情報保護法により労働者のプライバシーの確保
を図っている。本稿において、中国の立法現状及び理論研究の実態をまとめて、香港及び
マカオの立法を参照しながら、職場における雇用監視に関連する労働者のプライバシーに
ついての法律制度を検討したい。そのうえで、中国における労働者のプライバシーの立法
方向を検討したいと思う。
一　はじめに
　最近、中国における雇用監視により労働者のプライバシーが侵害される社会問題が浮か
びあがってきている。雇用監視というものは、先進技術に即して、電話、電子メール、イ
ンターネット等を監視し、カメラで録画撮りを行い、常に業務場の労働者を監督する一つ
の人事管理の手段である。特に、企業側は効率を確保するため、広範囲に用いている。し
かし、中国における雇用監視は、職場の監視にとどまらず、職場以外の空間にも伸びてい
る。たとえば、携帯電話における GPS 測位システムによって労働者の居場所を監視する
事案は、経済発展地域（東南沿海地方）に現れた。さらに、雇用監視を行う専門企業が次
第に繁栄を見せてもいる。しかし、雇用監視によって、労働者の行為を把握し効率化を高
める要請がある一方、侵害される労働者のプライバシーに配慮すべきだという反論も活発
化している。ここでの問題点は、以上で述べたような雇用監視は、労働者のプライバシー
を侵害するものに当たるか；もし当たらない場合は、法律上の制限が必要であるか。更に、
いつどこに雇用監視が用いられるか、どの範囲・程度で適法と認められるか、といった点
である。ただこの混乱した状況において、雇用監視に関して労働者のプライバシーを侵害
したとする訴訟も現れてきた。
　だが、現実に対して中国における現行立法は十分に応じられないと思われる。なぜなら、
そもそも中国ではプライバシー権は一つ法的権利として法律上に明確化されていないから
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である。司法解釈によってプライバシーについての損害賠償を名誉権として取り扱う規定
にせよ、特別法（女性保護法）におけるプライバシー権の原則規定にせよ、プライバシー
を訴える権利としての立法は十分ではないと思われる。さらに、雇用における監視に関す
る労働者のプライバシーについての立法がないため、労働者のプライバシーについての紛
争解決は一層難しくなると予想できる。
　理論の立場からみると、プライバシーに関する研究は伝統的なプライバシー理論に限ら
れていて、自己決定から個人情報についての自己コントロール権など新たなプライバシー
権の意識が希薄である。そして、プライバシーについての不法行為を、主に民法における
人格権を侵害した不法行為とみなす観点は今までの中国において支配的な考えであった。
民法典草案を提出した時に、プライバシー権は人格権に属する一つの権利で設立され、民
法におけるプライバシー権を強化する趣旨が明らかになる。一方、憲法において個人情報
保護法草案により、プライバシーは個人情報の通りに規制する見方が現れる。最近、労働
法の研究における労働者のプライバシーを民法よりもさらに強化し、保護を求める観点が
現れた。雇用監視を含む労働者の個人情報（プライバシー）についての取扱いは、労働立
法によって労働者保護を目指す実際的な制限を与えるべきだと訴えたのである。
　実は、中国における香港とマカオ特別行政区には、雇用監視についての法律規制がすで
に成立している。個人情報保護法のパターンによって、雇用分野の行動ガイドラインや実
務原則など柔軟的法律規則によって雇用監視を規制している。これらの法律制度はプライ
バシーについて国際的発展の流れが示された。中国大陸には 2005 年に個人情報保護法草
案を提出させ、プライバシー（労働者のプライバシー）保護に予期的影響を与えると考え
られる。一方、2009 年 12 月 26 日、「中国人民共和国侵権責任法」法案（2010 年７月１日
に発効）が成立し、プライバシー権は侵権責任法における保護される民事権利の一つとし
て、明確に確立している。このプライバシー権についての民事立法の変容は、かならず労
働者のプライバシー保護に大きな影響を与えよう。
　本稿について、以上述べた中国の立法現状及び法理研究の進歩を整理しながら、中国香
港およびマカオ特別行政区における雇用監視に関する法律規制を検討し、今後の中国にお
ける労働者のプライバシーについての法律規制のビジョンを議論したい。
二　中国における労働者のプライバシーについての法律的枠組み
　中国憲法によって、国は公民の人権を保護する義務があり（第 33 条）、公民の人格尊厳
を侵害させない（第 38 条）と規定されている。これらはプライバシー権に関する憲法上
の基礎と見なされるものである。しかし、憲法の規定は原則であり、裁判には直接的に適
用できるわけではないため、本稿における労働者のプライバシーについての法律の現状に
ついて、中国民法および労働法の実定法を分け、整理する。
１．民法について
　民法におけるプライバシー権は、学説により四つの段階を経て確立された1)。第一段階
として、1986 年に民法通則によって精神的人格権が規定され、姓名権・肖像権・名誉権・
栄誉権を定め、プライバシー権を排除した。第二段階で、プライバシー権が最高裁から
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1988 年に公表された司法解釈「民法通則について貫徹して行われるべきいくつかの問題
に関する意見」によって、書面あるいは口頭で他人のプライバシーを宣揚し、実際的影響
を与えた場合、公民の名誉権を侵害した不法行為に当たるべきだと規定され、間接的にプ
ライバシー権を保護することになったと思われる。1998 年最高裁によって「名誉権案件
を審理するにあたってのいくつかの問題に対する司法解釈」が公表され、医療機関は漫然
と患者が性病を患っている事情を公表したうえ、患者の名誉権を侵害した場合、名誉権に
対する不法行為に当たるべきものとされる（第８条）。従ってプライバシー権が部分的に
名誉として保護されている。第三段階は、プライバシー権の「直接的保護期」と呼ばれる。
2001 年最高裁により「民事不法行為における精神的損害賠償を確定するいくつかの問題
の司法解釈」において、プライバシー利益にかかわる不法行為について、直接に裁判所へ
損害賠償を請求し得るものとなる。この司法解釈はプライバシー権を明文化した転換点で
あると評価されたが、人格権の一つとしては認められなかった。第四段階として、2005
年「女性権益保護法」（第 42 条）は、女性の名誉権、栄誉権、プライバシー権、肖像権な
ど人格権を保護すべきだと規定した。本法は女性向けの特別立法であり、プライバシー権
を具体的に一つの人格権としてとらえ、プライバシー権の明確化に重大な意義を有すると
考えられる。
　とはいえ、プライバシーについての立法は十分な程度になされているとは言えない。実
際に見れば、「女性権益保護法」によってプライバシーを保護した裁判は一件も見られな
かった。司法解釈の狭さのため、雇用における労働者のプライバシーを認めた判例はない。
民法におけるプライバシー権について普遍的に適用できる規定が見られないのである。さ
らに、保護される権利は極めて狭い範囲で認められている。そのなかで、プライバシーに
ついての不法行為は、プライバシーの公表を強調している。干渉や侵入などプライバシー
に対する侵害は局限的に認められる（性生活や通信秘密など）。つまり、家に基づく私的
空間および純粋な私的生活に限られるため、民法から分離された雇用関係における労働者
のプライバシー（権）は、民法による制限および保護に関して障壁があり、より実現し難
いと言っても過言ではないのである。
　しかし、最近、「中国人民共和国侵権責任法」（2010 年７月１日に発効）が成立された。
本法第２条により、プライバシー権は侵権責任法において保護される民事権利の一つとし
て、初めで明確に確立された。だが、プライバシー権の概念および内包などはまだ明らか
に画定されていない。さらに、雇用における労働者のプライバシー権はどのように存在で
きるかが問題となる。とはいえ、侵権責任法の位置づけを見ると、重要な民法基本法であ
り、このプライバシー権についての民事立法の変容は、かならず労働者のプライバシー保
護について大きいな影響を与えると思われる。
２．労働法
　労働者のプライバシーは労働者の個人情報公表に関する制限であるが、雇用監視に関す
る規定は見られない。労働法における労働者のプライバシーについての法律規定は、2007
　　　　　　　　　　　　　　　　
1) 楊立新《隠私権発展与我国隠私権的法律保護》、http://www.yadian.cc/paper/64799/ を参照（2009
年 12 月 16 日に確認）。
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年に成立した「就職服務及び就職管理規定」第 13 条であり、そこでは使用者には労働者
の個人情報を保護する義務が規定され、労働者に書面的授権をもわらないと労働者の個人
情報を公表してはならないとしている。その規定では労働者のプライバシーについて明言
されてはいないが、ある程度は認められている。しかし、民法と同様に、プライバシーの
公表のみが制限され、収集や管理など他の面は無視されている。つまり、労働者のプライ
バシーが使用者に対して成立するか否かは確定していないのである。2007 年に成立した
「労働契約法」第８条によって、使用者は募集するときに、労働契約にかかわる労働者の
個人情報を知る権利を有し、労働者はこれらを誠実に説明する義務を負う2)。ただし、こ
こでの労働者の告知義務の内容は、労働契約に直接に関わるものに限られる。以上述べた
ように労働者のプライバシーについての労働法上の制限は、募集する段階に限られ、労働
契約の履行における雇用監視には適用しないと思われる。従って、労働法における雇用監
視に関する立法はまだ存在しない。
　以上、労働者のプライバシーに関わる法律規定が、中国では今まで希薄であり、雇用監
視について法律制限が存在しないことが明らかになった。なかでも、プライバシー保護に
関する僅かな現行法において、特にプライバシーの「公開」に着目した。民法におけるプ
ライバシーを権利として十分に明確化させず、憲法においてもプライバシー権利を明言化
していない。それでは、以下、法源としての法律の理論について中国の現状を挙げてみよ
う。
三　中国における労働者のプライバシーに関する理論研究
　雇用における労働者のプライバシーの研究は、民法上の研究と切り離せない。そのため、
まず、民法におけるプライバシーについての理論の研究を検討する。プライバシー権につ
いての理論の研究は、サミュエル・D・ウォーレン（Samuel D. Warren）とルイス・D・
ブランダ（Louis D. Brandeis）が発表した「プライバシーの権利」の研究に始まり、「ひ
とりにしておかれる権利」を中心に議論された。特に、中国のプライバシー権はアメリカ
の自由権を含んだプライバシーと異なり、憲法上のプライバシー権に関する論理を回避し、
消極的プライバシー権にとどまる。
　プライバシー権の定義について、王利明説によれば、プライバシーには三つの様態があ
り、個人情報（無形のプライバシー）、個人的活動（動態的プライバシー）、個人的領域（有
形のプライバシー）に分けられる3)。本稿に関わる個人的活動は、公共利益に関わらない
日常生活や性生活や社会的コミュニケーションなどを含める。個人的領域については、具
体的な個人領域（身体、住所、通信など）と抽象的個人領域（思想、日記）とに区分けさ
れる。この定義に応じ、プライバシー権とは、自然人の有している公共利益に関わらない
個人的情報、私生活、私的領域に対する支配的人格権である。具体的には、個人生活の安
　　　　　　　　　　　　　　　　
2) 募集中の権利義務について、中国地方において三種類の規定が見られる。告知義務として、使用者と
労働者の両方に課せると規定したのは、北京、湖南、内モンゴルである；知る権利（告知義務が消極的
であり、請求により生じる）として規定した地方は上海、浙江、湖北、遼寧、安徽である；使用者一方
に告知義務を負うと規定した地方は江蘇である。董保華《十大熱点事件透視労働合同法》、法律出版社、
2007 年を参照。
3) 王利明《人格権法新論》、吉林人民出版社、1994 年、480‒482 頁を参照。
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寧権、個人生活に関する情報秘密権、個人通信の秘密権、プライバシーの利用権を内包し
ている4)。しかし、ここでのプライバシー権は絶対的権利ではない。プライバシー権は公
衆利益による適法的な制限を受けるべきである。雇用については、募集するときに、個人
情報（健康情報）は公共利益と密接に関連するため、プライバシーと認められず、（健康）
診査を受けるべきであるといわれている5)。ここでの雇用に関する健康診断についての論
点は、特定職種の資格要件（例えば公衆衛生を妨げないため食品企業における従業員に対
する健康証明の要求）と一部の使用者の安全配慮義務（職業病を罹患しやすい企業、例え
ば、鉱山企業における強制的健診義務）とを混同しており、的確ではない。更に、ここで
は雇用監視について議論されなかったが、採用する際に労働者の個人情報の収集について
の論説から類推すると、雇用監視にはプライバシーに関する侵害は公共利益のため免責に
なるものである。それ以外、労働者のプライバシーに介入する範囲および程度などについ
て展開されないため、民法による雇用監視にかかわる学説は極めて局限的である。
　しかし近年来、中国のプライバシー権についての研究は外国の研究から大きな影響を受
け、個人情報保護法についての研究を深めるに従い、憲法におけるプライバシーについて
の議論が現れている6)。2006 年、中国社会科学院によって「中国個人情報保護法草案」が
提出され、立法の強化が進んでいる。法律草案を適用する範囲は公的主体および私的主体
にとどまる。しかし、この草案においては、行政に対する制限が強調され、私的関係にお
ける個人情報についての保護が重視されていないと思われる。有効な手段としてセンシ
ティブな個人情報の規定を設定していない。憲法との矛盾7)を回避するように工夫しなが
ら、専門的立法を主張している。とはいえ、個人情報保護法についての研究は中国に対し
新たなプライバシー保護の視角をもたらした。
　労働法において、労働者のプライバシーについての既往研究は多くないと思われる。台
湾の労働法学者黄超欽氏によると、労働契約における使用者側の義務に関して、使用者は
労働者のプライバシーを含めた人格を保護すべきであるという。ここでの保護は、労働関
係以外の第三者に対するものではなく、監督者、同僚、及び彼らの親族も対象になる。そ
のため、使用者と労働者との間の労働者プライバシーの存在を求める。労働時間以外の活
動、電話を受けるなどの行為は、使用者の支配命令権の限界を超え、労働者が権利を濫用
しない限り制限を受けないと論説した8)。黄氏の理論によって、労働者のプライバシー権
（利益）を肯定し、労働時間の内外を基準として、プライバシーの保護の限界を画定した
い。この学説の意義として、プライバシーの制限対象は使用者を含めた労働関係に介入し、
使用者が制限を受けない過大な自由を容認する過去と比べ、より進歩していると思われる。
　中国大陸の労働法研究について、労働者のプライバシーに関する研究は僅かであった9)。
　　　　　　　　　　　　　　　　
4) 翁国民《隠私権与知情権的衝突》、浙江大学学報、2002 年３月、34 頁を参照。
5) 楊利新《人身権法論》第３版、人民法院出版社、2006 年、686 頁を参照。
6) 周漢華《個人信息保護前沿問題研究》、法律出版社、2006 年を参照。
7) ここでの憲法との矛盾とは、政治権利や宗教権利に関する憲法の規定が、個人情報保護法におけるセ
ンシティブな情報の規定と衝突しえるという点である。周漢華《個人信息保護前沿問題研究》、法律出
版社、2006 年、239 頁を参照。
8) 黄超欽《労働法新論》、中国政法大学出版社、2003 年、177 頁を参照。
9) 楊彪《中国労働法与労働者隠私権保護》、广西社会科学、2004 年；潘峰《労働者隠私的法律保護：一
個分析的框架》、河北法学、2008 年第７期を参照。張金城《香港個人信息保護的経験―兼論我国個人信
息保護法的制定》、河北法学、2008 年を参照。
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これらの研究は二つの論点に分けられる。一つは民法におけるプライバシー権の原理に基
づいて労働関係の特性が考えられ、労働者のプライバシーについて「制限説」が提出され
る。つまり、民法によって労働者のプライバシーを保護する観点である。「制限説」とい
うのは、労働関係における労働者の従属性（人格の従属性を含める）によって、労働者の
プライバシーについての法律的保護が利益平衡の原則によって使用者および社会の利益を
考慮しながら図られるはずである、というものである10)。つまり、労働者のプライバシー
は民法上のプライバシーにより、制限性が強い印象を与えた。ここでの制限性というのは、
労働者に有利な制限であるか、使用者に有利な制限であるかといえば、労働者の従属性と
いう基盤から考えると、後者に該当すると思われる。その結果、労働者のプライバシー権
の範囲は労働関係の特性に制限され、民法上の一般的プライバシーより狭い権利とされる。
この説に反するもう一つの説は、「特別保護説」である。「特別保護説」は、労働法と民法
との異なる立法趣旨を重視し、人格上従属的性格が強い雇用関係に着目し、労働者のプラ
イバシーの保護に労働法的な性格（労働者保護）を与えると主張している11)。つまり、労
働者と使用者との利益が衝突する場合、労働法により労働者の利益が優先的に保護される。
この説における利益平衡について、使用者と労働者との比較が認められる一方、使用者へ
の配慮が必要となると同時に利益の著しい重大さを求める。すなわち、利益平衡を言いわ
けとして使用者からの権利の濫用を制限すべきポイントが注目される。要するに、労働法
における労働者のプライバシー権についての研究は基本原則をめぐる議論から登場した。
これらは現実の紛争に対し十分な法理を提供し得ないものの、ある程度積極的なインパク
トをもたらすと考えられる。
四　携帯電話の定位によって労働者のプライバシーを侵害した判例12)
　中国では世界各国と同様に、技術の発達により労働者に対する監視手段が進化しつつあ
る。GPS 定位技術は監視手段の一つであり、この技術による監視をめぐって中国で初め
て雇用監視についての争いがおこった。2007 年６月、中国において携帯電話による定位
によって労働者のプライバシーを侵害した訴えがその一つである。河南省鄭州市中原区人
民法院は訴訟を受理し、当年 12 月に原告を棄却した。この判例は、雇用監視に関する初
めての訴訟であり、裁判における労働者のプライバシーについての立場を示し、大きな意
義を有するものと言うべきであろう。そのため、本稿ではこの訴訟を採り上げ、中国の労
働者のプライバシーについての法律の現状および理論の現状と照らし、検討したい。
　本案の事実について、2006 年 10 月被告の牛乳企業は監督及び管理のため、すべての従
業員に CDMA 携帯電話を配置した。GPS 技術によってこの携帯電話は持ち主の位置を計
測する機能（ポジション機能）を有する、即ち、従業員の位置が計測できる。使用者側は
一日 24 時間この携帯電話を待機状態に設定すべきだと従業員全員に要請した。更に、使
用者から非業務時間にポジション機能を使かないという約束が口頭でなされた。この事情
について従業員が知った上で、500 元の保証金を使用者に交付し、携帯電話を持ち帰った。
　　　　　　　　　　　　　　　　
10) 張金城《香港個人信息保護的経験―兼論我国個人信息保護法的制定》、河北法学、2008 年を参照。
11) 潘峰《労働者隠私的法律保護：一個分析的框架》、河北法学、2008 年７期を参照。
12) 判例は http://www.btophr.com/s_case/case1303.shtml を参照。（2009 年 11 月 27 日確認）
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2006 年 12 月から、従業員が数回に分けて、ポジション機能を設定し始めた。
　原告李氏は該当企業に 2006 年に入社し、営業マネージャーとして勤務していた。原告
は自分自身が携帯電話のポジション機能によって位置を計測された事実を知ったまま、い
つも我慢していたという。しかし、2007 年１月 21 日（土曜日）午後、原告は親友と一緒
にあるレストランでパーティーを行っていたところ、会社から貰った携帯電話から奇妙な
音を聞き、原告は当時点（17 時 28 分）で会社に監視されていたことを思い出し、非常に
不愉快な気持ちを感じた。そのため、原告はすぐ会社に電話し、他の在社している従業員
から、社長が自分で従業員の位置を計測していたことを確認した。その後、原告は従業員
同士で連絡し、みんなも同じように監視されていたことがわかった。そして、原告は社長
を詰問し、抗議を表明した。１月 23 日、原告は被告から雇い止め通告を受けた。その通
告によって、原告と被告との労働契約が２月 28 日までで期限を満たすため、更新しない
こととなった。
　従って、2007 年６月、原告は河南省鄭州市中原区人民法院で訴訟を起こし、被告に労
働者のプライバシーが侵害されたと訴えた。原告は、942 元の精神的損害賠償を主張し、
使用者から新聞に公開謝罪を要求した。だが、雇い止めについては、中国の労働法に基づ
いて適法的なものであるため、本件は労働法上の争いに至らなかった。
　判旨として、被告の行為は原告のプライバシーに対し不法行為に当たらず、原告側の立
証が足りないため、原告の訴えを棄却した。プライバシーに対する侵害について、裁判官
によって以下のような判示が下された。原告は被告の従業員の一人として、会社からポジ
ション機能付きの携帯電話を受けて使用した。以上の行為から見ると、原告は使用者の管
理手段（携帯電話を通じ監視すること）を承認したものとわかった。更に、監視は労働時
間において実行したものと認められた。主観的要件として、使用者側に過錯はなかった。
裁判官によって、計測された情報は原告の私的空間に当たらず、更に原告に対し客観的損
害結果を与えなかったため、プライバシーについては不法行為に当たらないとの判旨を示
した。それゆえ、裁判官は本件について人格尊厳、休暇権、生活の安寧を侵害する不法行
為を構成しなかったと判決した。よって原告の主張である精神的損害賠償および公開謝罪
は認められなかった。
　本件について、プライバシーの侵害に当たらないとする判定とその理由は以下のように
挙げられる：１）原告は公共の場所におり、訴えの理由とされる私的場所ではなかったこ
と。２）原告は営業の業務を務めていたが、監視されていた日（土曜日）は労働時間内に
該当すること。３）原告は使用者から携帯電話を受け取り、雇用監視を知っていたことは、
監視の同意に当たるため、監視の侵入が免責され違法性を阻却したこと。４）主観的帰責
要素を見ると、使用者にプライバシーへ介入する過失あるいは故意がないこと。５）結果
として、原告に実際的損害をもたらしていないこと。
　休日における原告の私人的活動に対する監視は使用者がプライバシーを侵害したものに
当たらないという判旨は、適当なものと思われない。まず、公共の場所と私的場所との境
界について、本件は狭すぎる限定を採用した。学説における家を伝統的私的空間として例
示したが、私的空間はもちろんこれより広い範囲で指すべきであろう。原告が親友ととも
にレストランで会食することは、他人に知らせない私的活動であり、当時その会食する場
所でも相当に私的性質を有し、完全に否定されるわけではないと思われる。第２）につい
161
中国における労働者のプライバシーについての法律研究（魏）
て、原告は営業職を務めており、労働時間は朝９時から夜６時まで規則的労働時間に属さ
ない、弾性的労働時間制に当たる。しかし、原告は休暇権を有している。本件について労
働時間の定めが明らかではないものの、原告と被告との言い争いから見ると、労働時間外
の事実は容易に看取される。なぜ判決において労働時間内の監視と判断したか、この論理
が見られない。第３）について、労働者が使用者から労働設備（本件では携帯電話）を渡
され、労働時間内の監視を容認したことは、本件における休暇日に広げられないと思われ
る。原告の同意は包括的同意ではなく、限定的監視のみを示したものであろう。前提とし
て、使用者は労働者らに労働時間しか監視しないと口頭で約束している。もし、本件が労
働時間外の監視行為と認められれば、使用者はプライバシーを害する不法行為を構成し、
労働契約に違反したものにも当たる。以上の論理に従い、第４）における使用者の主観的
過失あるいは故意についての判断は、労働時間の判断に反する結論に至るかもしれない。
最後に、実際的損失についての判決は、法律の救済に関わる損害賠償の判断であり、違法
性の確定及び他の救済の求めと相殺しないと思われる。本件で言えば、労働者のプライバ
シーを侵害した不法行為に当たると思われる。
　以上述べてきたように、中国におけるプライバシーについての理論上の発展は、まだ伝
統的プライバシーの範囲に過ぎず、法律上にはプライバシー（権）に関する法条が明確に
存在しないため、判例における人格権については名誉権を中心に展開されている。更に、
プライバシーに関する不法行為の判定は、違法的「公開」に着目するもので、侵入および
干渉におよばないという限界がある。そのため、本件の雇用監視における労働者のプライ
バシーについての不法行為の裁判は、実在法および法律理論の現状に制約され、信服でき
ない裁判を生じた。この判例によって、プライバシーについての法律および法理を再検討
する必要があるだろう。
五　香港およびマカオにおける労働者のプライバシーについての法律保護
　以上、中国におけるプライバシーに関する立法現状および法律理論の研究実態を整理し
たうえで、中国における初めての雇用監視についての判例を分析した。実は、中国香港お
よびマカオ特別行政区において、労働者のプライバシーについての法律規制がある。中国
には将来に向けた労働者のプライバシー立法のため、これらの法律規制、特に雇用監視に
関する法規制を吟味したい。
　個人情報としてプライバシーを保護するパターンは、実は香港、台湾13)およびマカオに
おいてすでに適用されている。特に、香港及びマカオはパソコンによる情報の取扱いに限
らず、一般的な個人情報に関しても法律で規制している。香港において、1997 年に「個
人情報（プライバシー）条例」が制定され、職場における労働者の監視について更に「プ
ライバシーガイドライン：雇用におけるモニターおよび個人データについてのプライバ
シー」（Privacy Guidelines: Monitoring and Personal Data Privacy at Work, 2004 年）が
作られ、労働者のプライバシーの保護が図られている。マカオについては、2005 年に「個
　　　　　　　　　　　　　　　　
13) 台湾 1995 年《電脳処理個人資料保護法》。台湾の学者によれば、本法第 18 条が労働者の人格保護に
ついての法律根拠に当たる。黄超欽《労働法新論》、中国政法大学出版社、2003 年、178 頁を参照。
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人情報保護法」が作成され、「職場における個人資料の保護についての原則」というガイ
ドラインが提出された。雇用分野におけるガイドラインといえば、法律ではないため、法
律的効力を有しないものである。しかし、強制的効力を有しないとはいえない。個人情報
保護法の実施機関であるプライバシー行政官はガイドラインに基づいて、使用者の違法性
を判断する。裁判所および行政上告委員会においても使用者における個人情報保護法につ
いての違法性を判断する際に、事実としてガイドラインに照らして違法性が検討される。
１．香港の個人情報保護法と雇用監視
　香港の個人情報保護法については、六つの原則（「情報保護原則」と呼ばれる）が規定
されている。第一原則では情報収集についての目的及び方法が制限され、適法性・公平性
が規定されている（同時に情報収集者は情報所有者に対し、収集についての必要な情報を
提供しなければならないと規定されている）。第二原則として、個人情報の正確性および
留保期間について、収集された個人情報は最新の正確な情報であるものが要請され、実際
に必要な時間内に限り留保できる。第三原則について、個人情報の使用が情報当事者の同
意をもらえなければ、収集した当時に約束した使い方およびそれに直接関連する方法に
よって使用できる。第四原則は個人情報の安全防犯について、適当な安全措置を要求して
いる。第五原則は、情報使用者は持っている個人情報の類別および主要な使い方を開示し
なければならないとしている。最後の第六原則では、個人情報のアクセスについて、情報
当事者は自分の個人情報を見られるあるいは修正する権利を有すると規定されている。こ
の「情報保護原則」に従って、香港のガイドラインでは、職場における雇用監視について、
管理に勧告するものが作られ、電話、電子メール、インターネット活動およびカメラ監視
など監視手段に着目し、労働者のプライバシー保護と使用者の管理自由との平衡が求めら
れている。
　まず、ガイドラインによって、使用者は労働者に対する勤務時間内の監視管理の自由を
有する一方、労働者は監視によって収集させた個人情報についてのプライバシーの権利を
有する。そして、両者の権益を比較平衡しなければならない。ここで、注目に値するポイ
ントは、労働者は労働関係において使用者に人身および人格が従属することを部分的に否
定し、労働者の人格権（プライバシー）を肯定した点である。つまり、以前にも使用者側
の絶対的管理自由は内容並びに手続上で制限されてきた。ガイドラインにおいて、これを
二部に分け、第一部に労働者に対する監視の必要性についてのアセスメントおよび労働者
のプライバシーに対するインパクトが規定され、「情報保護原則」における第一原則の適
法性及び公平性原則が解釈されている。そして第二部においては、労働監視によって収集
された個人情報についての管理が規定され、第五原則の開示制度や労働者のアクセス権に
ついて明確化されている。
　第一部のアクセス制について、ガイドラインでは「３A」という評価に関する手続きが
規定される、すなわち、リスク評価（Assessment）、代替的選択（Alternatives）、および
管理責任（Accountability）である。リスク評価といえば、雇用監視について目的の適法
性を考量し、コントロールすべきリスクと労働者を監視することによってもらえる利益と
比べ、監視の必要性を判断するものである。ここでのリスクは、主観的なものではなく、
業務にかかわる合理性が証明できるリスクに限られる。監視の合理性について、ガイドラ
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インによれば四つの理由が認められる：１）効率管理およびサービス品質を確保するため
に行った監視14)。２）労働者の人身安全および会社資産・知的財産権などを保護するため
に行った監視。3）使用者の代理責任を回避するために行った監視。特に知的財産法によっ
て使用者のパソコンを利用し労働者の違法行為についての使用者の違法責任を制限するた
め、障壁装置によって労働者のインターネット行為を監視することは、違法ではないと認
められる。４）使用者が法定的義務あるいは責任を履行するために行った監視15)。
　リスク評価が終わると、監視措置について労働者に意見や希望を聞き、労働者に対する
不利なインパクトの評価を行わなければならない。さらにガイドラインは労働者に対する
不利益の評価について、更に四つの面を考量するべきであると建言している。まず、監視
と労働者の私的生活とがいかに関連するのかを評価すべきである。電子メールにおける監
視といえば、業務メールと単純な私的メールを区別しなければならない。休暇のときに家
族へ発送したメールを監視すれば、通常労働者のプライバシーに侵害するものに当たる。
更に、どんな情報が収集されるか、また労働者以外の個人情報に影響を与えるか、といっ
た問題がある。
　電話監視について、監視されるものは通話内容であるか通信番号であるかによって、労
働者プライバシーに対する侵害程度が違ってくる。同時に、通話内容を監視した場合には、
労働者以外の第三者のプライバシーを侵害する可能性が高くなる。そして、監視情報が適
当な管理に当たらない場合、労働者に対しどの程度侵害を与えるかを配慮しなければなら
ない。特に労働者の健康情報に関わる通信を監視する場合、労働者のプライバシーを侵害
する可能性が高まると思われる。最後に、信頼関係が確保できるように監視される範囲、
通信方法、時間などを労働者に約束しなければならない。以上を通して、使用者のリスク
と労働者の減益を比較しながら、監視の無目的や不利益の影響を確定し得る。とはいえそ
れは、第一原則における監視行為の合理性や公平性を評価するものである。評価としての
要素は、目的の適法性、業務監視に限った方法の必要性、使用者の利益が十分守られる、
労働者のプライバシーに対する損害を最小限にする、この四つの面によって行われる。
　代替的選択では、複数の方法と比べて、最大限にプライバシーを保護する最適な方法を
選びとることである。例として、メールシステムの安全を確保するため、労働者の電子メー
ルを開けてウイルス検査をする方法よりも、使用者からアンチウイルスソフトを設置する
ことが適当な方法と思われる。具体的に評価すると、監視を行う資産の範囲はできるだけ
機密性の高いものや高価なものに限定できるはずである。労働者に対し、全員を監視する
のではなく、特定グル―プに限定することがすすめられる（たとえば労働者の違法性につ
いて証拠を収集するために行った監視）。監視内容については、通信内容より通信記録が
適法性を認めやすいといわれる。しかし、監視は通常公開的な方法しか行ってはいけない。
隠れて監視する方法は以下のように特殊な事情に限って認められる：１）合理的理由によっ
て、違法行為があるあるいはあったことを信じられる；２）隠蔽的な監視方法は証拠を集
める際に必要なものである；３）公開的監視をすれば、違法行為についての偵察や証拠収
　　　　　　　　　　　　　　　　
14) 例えば労働時間を管理するため、労働者がインターネット活動にかかった時間を監視するものは、効
率管理にとって適当な例であると思われる。
15) 例えば危険物を取り扱う企業において、労働者の安全配慮義務を実行するため、監視カメラを設置し、
労働環境を監視することが、適法と認められる。
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集に対し有害である；４）監視範囲は違法行為が現れ得るところに限り、特定の時間内に
行う。だが、このような隠蔽監視では、労働者が合理的期待を有すべきところ（トイレや
更衣室など）に適用できない。
　管理責任というのは、監視政策および監視された個人情報の安全確保の措置を労働者に
周知するものである。ここで注意しなければならないことは、管理の違反責任を誰に帰属
させるべきか、という点である。要するに、使用者は本人の違法行為について責任を負う
はずであるが、委任および授権によって労働者を監視する者の違法責任でも使用者に帰属
すべきであると規定されるのである。
　監視によって収集された労働者の個人情報の管理について、ガイドラインでは「３C」
政策、すなわち、政策の明確性（Clarity）、労働者とのコミュニケーション（Communica-
tion）、情報管理の適当性（Control）と規定されている。政策の明確性について、使用者
は就業規則において監視政策を明確化するものをすすめる。つまり、使用者は労働者に対
し監視政策の業務上の目的、監視の範囲と方式、収集し得る個人情報の種類、使用の目的
などを説明しなければならない。会社財産としての通信設備が労働者に与えられる場合、
使用条件および違反した結果を労働者に明確化する必要がある。労働者とのコミュニケー
ションというのは、掲示板、会社公式サイト、トレーニング、労働契約、就業規則によっ
て労働者に監視政策を知らせるものである。情報管理の適当性は、収集された個人情報は
限定的範囲に使用され、保留時間は、法律上の事由がない場合、また労働者の犯行や違法
行為に対する証拠収集に当たらない場合に、通常６ヵ月を超えないものとされる。さらに、
個人情報に関する安全措置も求められる。
　以上、香港における労働監視についてのガイドラインを見ると、労働者に対する監視や
モニターや強制的な制限がないのに、勧告により柔軟的法規制を進められることがわかる。
使用者の管理自由から行った監視について、個人情報保護法の制限を受けつつ、ある程度
労働者のプライバシーも保護し得る。しかし、一般的な平等関係における個人情報保護と
違って、労働関係の従属性を認める上で、労働者のプライバシー保護は限定的特徴を持つ。
特に、第一原則における公平性について、労働関係では絶対的なものではなく、管理権の
自由から若干の制限を与えられる。つまり、労働者は知らせる権利を確保した上に、反対
する権利を認めにくいものになる。これらによりプライバシー行政官からの労働関係にお
ける監視に対する介入が慎重な態度を持っていることが分かった。
２．マカオにおける個人情報保護法と雇用監視のガイドライン
　以上述べた通りに、マカオでは 2005 年までに個人情報保護法が成立した。本法第４条
によって、身分を確定させるあるいは確定させた自然人に関連するすべての情報は、形式・
本質・媒介に問わず、個人情報に当たると規定されている。そして、雇用監視によって収
集された労働者の個人情報は、本法上の個人情報にあたる。しかし、香港の雇用監視ガイ
ドラインと異なり、情報の重複しえる性格を求められない。
　2007 年に「職場における個人資料の保護についての原則」が制定され、2008 年に「職
業紹介所における個人情報についての実務」ガイドラインが公表された。特に「職場にお
ける個人資料の保護についての原則」（以下「原則」と略す）は、労働者に対する監視に
関わる重要なガイドラインであって、以下簡単に挙げたいと思う。
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　「原則」において制限監視は、香港の雇用監視ガイドラインと同様に、主に電子メール、
電話、インターネット利用、カメラ監視という四つの方面を含める。監視する前に、事前
評価も必要である。評価の要素として、収集目的の適法性、監視措置の必要性、監視範囲・
時間の妥当性、使用者・労働者・消費者の三方の利益、起こり得る損害、就業規則を作成
する実在性などの方面を考えなければならない。
　監視における原則として、三つの原則が規定され、使用者が違反すれば行政的、刑事的、
民事的責任を負い得る。第一原則は、適法性原則であり、目的の適法性と方式の適法性と
範囲の適法性を含む。目的の適法性については、使用者の財産の安全やノウハウや保障さ
れる労働者の効率が上がるものにとどまらず、労働者の安全・健康を守る配慮義務が履行
できるものも内包される。方式上の適法性とは、公開的監視に限られる。また収集された
労働者の個人情報については、通常３ヵ月間の保留期間しか認められず、最大６ヵ月間を
超えない。範囲の適法性といえば、監視対象は勤務にかかわる活動しか認められず、私生
活であれプライバシーであれ、労働者の私的領域に侵入しないことを求める。
　第二原則は、適度原則である。すなわち、適当性及び最低限介入することのできる度合
いである。もし監視以外の方法によって目的を実現すれば、監視は禁止される。さらに、
すべての使用者は雇用監視を自由に適用できるわけではなく、リスクが高い使用者におけ
るリスクの高い業務の範囲に限り、雇用監視が認められる。監視時間については、労働時
間内に限定されている。
　第三原則は、個人情報当事者の権利を確保する原則である。そのなかで、労働者は個人
情報の当事者として、収集された個人情報について知る権利、アクセス権および反対権を
確保しなければいけない。知る権利については、労働者に対する監視の目的、管理者およ
び情報の性質・種類を知らせなければならない。アクセス権については、労働者は収集さ
れた自分の個人情報について自由にアクセスでき、制約を受けない権利を有する。個人情
報保護法に反して収集された個人情報のなかの、欠けているまたは間違っている部分につ
いて、労働者は改正及び削除の権利を有する。特に注目すべきは、反対権である。反対権
とは、法律に違反しない限り、正当かつ重大な理由によって労働者がいつでも個人情報の
取扱いに反対できる権利である。反対理由の合理性が認められる場合、使用者は該当個人
情報の取扱いを中止しなければいけない。要するに、使用者は雇用監視を用いるときに、
監視に関する規則の制定について労働者とコミュニケーションをとることが必要である。
しかし、労働者の同意の取得ではない。
　これらの柔軟的法律規制を見ると、マカオの原則は労働者に反対権を与えており、労働
者に有利的な保護措置をもたらすと考えられる。法律規則の成立の時間順からも分かるよ
うに、マカオは香港に比べると、個人情報保護法がより遅くに成立し、更に大陸法体系の
影響を強く受け、ゆえに労働者のプライバシー権を重視する性格が強い。これらの具体的
な法律制度の整理は、中国における労働者のプライバシーについての研究を深めるために
大きな意義を有すると思われる。
六　中国における労働者のプライバシーについての立法方向
　以上、労働者のプライバシーについて、中国における法律の現状及び先行研究を整理し
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ながら、最近の判例に基づいて検討した。プライバシーについて、中国大陸部の立法の現
状といえば、香港やマカオの法律的枠組みと異なり、主に民法を通して制限されている。
雇用監視に関するプライバシー侵害については、裁判における判例が現れたが、法律およ
び民法法理の現状に制限され、認められ難い現実を示した。但し、プライバシーに関する
立法運動は中国において盛んになっている。民法典から個人情報保護法まで立法草案が相
次いで登場した。いままで、法律草案は立法機関に批准されなかったが、労働者を含めた
人々のプライバシー権の保護に大きな役割を担うと思われる。以下、これらの法律草案を
挙げ、雇用監視に関する労働者のプライバシーに如何なる影響を与えるかを検討しよう。
１．個人情報保護法草案について
　2006 年、中国社会科学院により個人情報保護法草案16)が提出され、公的面および私的
面両方における個人情報の取扱いについての法律の規制をめぐって展開されている。本草
案における個人情報とは、姓名、住所、身分番号など個人を識別できる特定的情報である。
そのため、雇用監視における収集された労働者の情報は特定的労働者の個人を識別できる
ので、草案における適用する対象に当たる。そして、情報主体の有する個人情報に関する
権利は、憲法における一つの基本的権利とされるものと思われる。草案には七つの原則が
挙げられている：１）適法原則；２）権利保護原則17)；３）利益平衡原則18)；４）情報品
質原則19)；５）情報安全原則；６）職業義務原則20)；７）救済原則。雇用における個人情
報の取扱いは草案第三章「他の個人情報取扱い者による個人情報に関する取扱い」に含め
られる。
　草案によれば、まず、個人情報の取扱いは使用者が事前の行政許可を取得しなければな
らない。ここでの規定は雇用における労働者の個人情報の取扱いに際して行政的監督を受
けるべきことが明らかにされる。更に、適法性要件について、以下いずれの条件をも満た
せば認められる：情報主体が明示的同意を示した；情報主体と契約関係があり、義務履行
によって取扱いの必要がある；情報主体の重要な利益を保護する；第三者の適法的利益を
保護する；公共利益を保護する等。これらの規定により、雇用監視を含めた労働者の個人
情報についての取扱いに法的制限がもたらされ、肯定的評価に値する。だが、いくつか厳
密でない規定が見られる。例えば、ここでの雇用監視について、事前労働者からの明示的
同意は適法性の判断基準であるが、契約関係によって雇用契約を履行するため労働者の同
意がなくとも適法性が認められる。その場合、使用者の一方的な取扱い権利であり、労働
者の任意で監視できるかが問題となる。更に、労働者は情報主体として、誤って収集され
た個人情報に対し改正および利用を差し止める権利を有しているが、正確な個人情報につ
　　　　　　　　　　　　　　　　
16) 周漢華《中国人民共和国個人情報保護草案与立法報告研究》、法律出版社、2006 年を参照。
17) 情報主体は取り扱った自己の個人情報について、公開・改正・差し止めの権利を有する。
18) 個人情報の保護は他人の権利及び自由を妨げない限り、国および社会的利益を損ない限りに行う。こ
の原則について、プライバシー権（個人情報の自己決定権）と他の私的権利とを比べると、他の私的権
利が優先するというイメージが文面から感じられる。且つ、個人情報の自己決定権は自由権に当たり、
なぜ他人の自由を妨げないように規定しているかが妥当ではないと思われる。
19) 情報処理者は収集に関わる目的までに使用することを保証でき、情報の正確性・完全性・適時性を保
証すべき義務を負う。
20) 情報処理者にとって作業員は業務により知らせた個人情報を使用又は公表されない。
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いてはこのような権利を与えられない。つまり、この規定によれば、使用者が過錯を犯さ
ない場合に、労働者は雇用監視などの手段により個人情報を処理する使用者の行為につい
て差し止めを求められない。
　個人情報保護法のパターンは日本や中国香港など多くの国と地方で選ばれたが、中国大
陸ではまだ探求しているものである。個人情報保護法草案の提出に即して、労働者のプラ
イバシー保護について一つの新たな視角を与えられたことは、非常に有意義だと思われる。
雇用における個人情報の取扱いは当然この法律の調整範囲に内包される。そして労働者を
含めすべての公民は憲法的権利として個人情報が保護されれば、より具体的な規則が必要
になる。香港およびマカオのように個人情報保護法の実施機関によりガイドラインの様な
柔軟的法規制を制定すれば、雇用監視など雇用における労働者のプライバシーに有効的に
対応できると考えられる。
２．民法典草案及び理論的進展について
　一方、中国では個人情報保護法並びに民法典の立法活動が、近年展開されている。2002
年に起草された民法典における人格権が物権などと同様に重要な権利として設定された。
そして人格権におけるプライバシー権を明確化して、更に三つの権利が規定されてきた。
いわゆる、自然人の生活安寧および平穏権、私生活の秘密権、および通信自由権が挙げら
れている。この草案におけるプライバシー権の内容は狭く限定されているため、雇用にお
ける労働者のプライバシーは含まれないと思われる。
　しかし、プライバシー権についての理論が最近非常に発展し、プライバシーの内容も十
分に広がってきた。民法典の起草者である王利明氏により、プライバシー権の内容は伝統
的な私生活の安寧、私生活の秘密権、通信自由権を超え、自己決定権までに発展したので
ある21)。プライバシー権は元の防衛する権利から、個人情報の自己決定まで支配的権利へ
と進化している。私的空間は次第に変化して、公共的空間へも伸びていき、有形的空間お
よび無形的空間をも含むようになった。民法の研究では、個人情報の保護に関する欧州の
立法にせよ、プライバシーに関するアメリカの立法にせよ、人格或は自由に基づき立法は
民法典の確立を通じて実現できると議論されている。このような理論的進歩は民法典（草
案）の修訂や侵権責任法の充実に実際的な影響を与えると思われる。もしこれらのプライ
バシー理論の進展を裁判に求めれば、雇用監視における労働者のプライバシー保護を改善
できるだろう。更に、法律解釈論により現行法を拡大的に解釈し得ると思われる。本稿に
おいて携帯電話で GPS 定位したことに対する訴訟について、より納得できる判決がなさ
れるかもしれない。だが、雇用監視など労働者のプライバシーに侵入することに関しては、
労働関係の従属性の関与を無視してはならない。
　実は、労働法における労働者のプライバシーに関する研究が活発化している。労働法と
同様に、プライバシーの保護について労働者にさらに利益を与える主張が見られる22)。ま
た労働者のプライバシーに関する立法は、労働法内に特別規定を制定するパターンも挙げ
られた。
　　　　　　　　　　　　　　　　
21) 王利明《隠私権的新発展》、http://www.civillaw.com.cn/article/default.asp?id=38850 を参照。（2009
年 12 月 18 日確認）
22) 潘峰《労働者隠私的法律保護：一個分析的框架》、河北法学、2008 年を参照。
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　個人情報保護法にせよ、民法にせよ、特別労働法にせよ、労働者のプライバシー保護を
立法上の課題とすべきという要請がある。これからも労働関係における使用者と労働者の
特別な関係によって、プライバシーの保護はより複雑な問題となっていくだろう。しかし、
労働者のプライバシーは人権であり、人格権であり、人間の自由および尊厳にかかわる重
要な権利であることに疑問はない。労働者保護の視点から労働者のプライバシーについて
実質的な法律措置が重要である。同時に、使用者は管理の自由を有し、企業の効率化につ
いての配慮も必要である。そのため、最も重要な原点として、使用者と労働者との利益平
衡は立法の土台であり、これを重視しなければならない。それこそが、中国における労働
者のプライバシーについての立法方向であろう。
七　終わりに
　本稿は中国における労働者のプライバシーについて現行法および理論の現状を整理し、
雇用監視における労働者のプライバシー侵害に関する初めての判例を取り上げ、検討を
行った。そして本稿は、この法律制度を改善するため、香港およびマカオ特別行政区にお
ける個人情報保護法に基づく柔軟的法律規制を整理し、将来中国における関連立法に、ひ
とつの参考例を提供した。近時、中国における個人情報保護法草案の提出によって、個人
情報保護のパターンに従う傾向が現れてきている。これにより、香港およびマカオの立法
モデルを参照する可能性が高まり、雇用監視の様な動態的プライバシーへの介入と、静態
的個人情報の取扱いは、別々で規制する形で展開する可能性もある。一方、民法典草案の
提出は労働者のプライバシーを含むプライバシーに関する立法に莫大な影響を与えると考
えられる。民法理論の進展により、現代化されたプライバシーの権利は、個人情報の取扱
いに関係付けられ、雇用監視など労働者のプライバシーに関する問題にも触れ得る。特に
最近、侵権責任法の成立により、プライバシー権が法的権利を明確にした。したがって、
雇用における労働者のプライバシー権保護について、侵権責任によって規制する可能性が
現れる。労働法では、労働者のプライバシーを特別労働法によって保護する見方も見られ
る。これらの動きに応じ、労働者のプライバシーについての研究は更に具体的に進まなけ
ればならないだろう。
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